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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

提出会社の経営指標等       

売上高 (千円) 17,610,112 16,241,779 21,138,150 31,343,554 43,248,130

営業利益 (千円) 1,123,910 705,953 2,470,082 8,368,043 15,898,986

経常利益 (千円) 834,165 513,059 2,375,184 8,212,562 15,839,365

当期純利益 (千円) 463,740 306,951 1,410,495 4,849,829 9,287,283

持分法を適用した 
場合の投資利益又は 
投資損失（△） 

(千円) ― ― 2,801 202 △7,542

資本金 (千円) 6,583,000 6,583,000 6,583,000 8,739,620 8,739,620

発行済株式総数 (株) 8,860,000 8,860,000 8,860,000 18,400,000 36,800,000

純資産額 (千円) 15,621,980 15,720,847 16,913,412 25,921,170 33,294,802

総資産額 (千円) 30,405,416 29,279,660 33,111,946 46,319,411 57,037,381

１株当たり純資産額 (円) 1,763.20 1,774.36 1,908.96 1,408.78 904.77

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

30 

(―)

30

(―)

45

(―)

55 

(―)

75

(45)

１株当たり当期純利益 (円) 52.34 34.64 159.20 266.41 252.38

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.4 53.7 51.1 56.0 58.4

自己資本利益率 (％) 3.0 2.0 8.6 22.6 31.4

株価収益率 (倍) 21.25 57.16 53.02 75.41 51.87

配当性向 (％) 57.3 86.6 28.3 20.6 20.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 2,060,376 2,872,365 3,585,723 4,405,320 12,803,313

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △3,619,141 △2,287,156 △2,210,901 △7,688,892 △6,669,504

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △366,318 △1,116,598 △1,057,790 3,117,374 △1,887,196

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 975,357 443,967 761,476 599,610 4,855,914

従業員数 (名) 397 394 381 404 445
（外、平均臨時雇用者
数） 

(名) (－) (－) (－) (62) ( 73)



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載しており

ません。 

３ 第８期の１株当たり配当額45円は、東証一部上場記念配当15円を含んでいます。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。 

５ 平成17年７月27日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月18日付をもって平成17年９月30日現在の株主に対し、１株

につき2株の割合で株式分割を行いました。これにより会社が発行する株式の総数は9,200,000株増加し、18,400,000株とな

りました。なお、これに伴い、第９期の１株当たり当期純利益・株価収益率・配当性向は、当該株式分割に伴う影響を加味

し、当期首に株式分割が行われたものとして記載しております。 

６ 平成18年７月27日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年10月1日付をもって平成18年９月30日（ただし、当日は株主名

簿管理人の休業日につき、実質上は平成18年9月29日）現在の株主に対し、１株につき2株の割合で株式分割を行いました。

これにより会社が発行する株式の総数は18,400,000株増加し、36,800,000株となりました。なお、これに伴い、第10期の１

株当たり当期純利益・株価収益率・配当性向は、当該株式分割に伴う影響を加味し、当期首に株式分割が行われたものとし

て記載しております。 

７ 従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

８ 平均臨時雇用者数については、第９期から従業員数の１００分の１０以上となったため記載しております。 

９ 第１０期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

当社の前身である住友シチックス株式会社の歴史は、昭和12年１月電気銑の製造を目的とした「大阪特殊製鉄所」

に始まりました。その後、昭和27年４月に我が国で初めて金属チタンの工業生産を開始しました。同年11月に商号を

「大阪チタニウム製造㈱」に変更し名実ともにチタンメーカーとして再出発いたしました。また、チタン製造の塩化

工程で副生される四塩化珪素(高純度シリコンの原料)を有効利用する観点から、高純度シリコンの開発に着手、昭和

35年１月多結晶シリコンの工業生産に成功し、その後、引続き単結晶シリコンウエーハの半導体事業分野へと順次そ

の業容を拡大いたしました。平成５年１月、チタン及びシリコンを主力とするメーカーとして、商号を「住友シチッ

クス㈱」に変更いたしました。その後、同社の全額出資により当社が設立され、平成９年10月１日に金属チタン・多

結晶シリコン・同関連開発商品の製造販売に関する営業譲渡を受け、現在に至っております。この間、平成14年１月

１日に住友チタニウム㈱に商号を変更し同年３月８日に東京証券取引所に株式上場いたしました。尚、住友シチック

ス㈱は、平成10年10月１日に住友金属工業㈱と合併し、その後平成14年２月１日に住友金属工業㈱から旧住友シチッ

クス㈱の事業である単結晶シリコンウエーハ事業が三菱住友シリコン㈱（現 ㈱ＳＵＭＣＯ）に営業譲渡されており

ます。 

 
(注) 二重枠線内は当社の実質的な変遷を表示したものであります。 

年月 沿革

平成９年５月 大阪チタニウム製造㈱を母体とする住友シチックス㈱(平成10年10月に住友金属工業㈱

と合併)の全額出資により、商号を㈱シチックス尼崎として、当社が設立されました。 

平成９年10月 住友シチックス㈱より金属チタン・多結晶シリコン・チタン及びシリコン関連開発商品

の製造・販売に関する営業譲渡を受け、商号を㈱住友シチックス尼崎に変更。同時に操業

を開始いたしました。 

平成11年４月 ㈱鹿島ビジネスサービス(形式上の存続会社)(本店の所在地：大阪市中央区北浜4丁目5

番33号、資本金：10百万円、1株の額面金額：500円)と合併し、法手続き上は解散いたし

ました。当該合併会社が、実質上の存続会社である当社の事業をそのまま継承し、商号を

「㈱住友シチックス尼崎」に変更いたしました。 

平成14年１月 

平成14年３月 

平成17年３月 

商号を「住友チタニウム㈱」に変更いたしました。 

東京証券取引所市場第二部に株式上場いたしました。 

東京証券取引所市場第一部に株式上場いたしました。 



３ 【事業の内容】 

当社は、住友金属工業株式会社と株式会社神戸製鋼所の持分法適用関連会社であります。 

住友金属工業株式会社（当社への出資２３．９％）は鉄鋼事業を核にエンジニアリング事業、エレクトロニクス事

業、その他の事業を営んでおり、株式会社神戸製鋼所（当社への出資２３．９％）は、鉄鋼関連事業、電力卸供給事

業、アルミ・銅関連事業、機械関連事業、建設機材関連事業、不動産関連事業、電子材料・その他の事業を柱として

事業展開を行っております。両社の当社事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  

（チタン事業） 

当社が金属チタン（スポンジチタン、チタンインゴット）を主な製品として製造販売しており、住友金属工業株式

会社及び株式会社神戸製鋼所へは、製品の販売（ともに商社経由含む）を行っております。 

  

（その他事業） 

当社が多結晶シリコンや高純度チタンを主な製品とする半導体関連製品とチタン、シリコンのファイン化技術を活

かして用途開発した商品群で主に環境・エネルギー市場を対象とした環境・エネルギー関連他製品を製造販売してお

ります。 

  

各々の事業区分ごとの主要製品は次のとおりであります。 

  

  

当社製品は多くの産業プロセスを経て最終製品となりますが、最終製品までの流れ(事業系統図)は次のとおりであ

ります。 

  

事業区分 主要製品 

チタン事業 スポンジチタン、チタンインゴット、四塩化チタン 

その他事業 

半導体関連製品：多結晶シリコン、高純度チタン、四塩化チタン水溶液 

環境・エネルギー関連他製品：ＳｉＯ、ハイバリアＳｉＯ、光触媒、チタン多孔

質体、粉末チタン 



  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

(注)１ 従業員数は当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー、期間及び嘱託契約を含み、派遣社員を除いています。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

５ 当社従業員は主に、平成14年１月１日で当時の親会社でありました住友金属工業㈱から転籍いたしましたが、平均勤続年数

には転籍以前の勤続年数を含んでおります。 

６ 従業員数が当事業年度末までの1年間において41名増加してますが、その主な理由はチタン事業におけるチタン増産対応によ

るものです。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の従業員は、転籍後発足した住友チタニウム労働組合(組合員数 412名)(平成19年３月31日現在)に所属して

おります。 

また、同組合は、上部団体である住友金属労働組合連合会に加盟しております。 

労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 
(その他の関係会社)     

住友金属工業㈱   注 大阪市中央区 262,072 

鉄鋼事業を核に
エンジニアリン
グ事業、エレク
ト ロ ニ ク ス 事
業、その他の事
業を営んでおり
ます。 

－ 23.9
当社の金属チタン等の購入
(直接及び商社経由) 

役員の兼任 1名 

(その他の関係会社)     

㈱神戸製鋼所    注 神戸市中央区 233,313 

鉄鋼関事業、電
力卸供給事業、
アルミ・銅関連
事業、機械関連
事業、建設機械
関連事業、不動
産関連事業、電
子材料・その他
の事業を柱とし
て事業展開を行
っております。 

0.0 23.9

当社の金属チタン等の購入
（商社経由） 

  
役員の兼任 1名 

(関連会社)     

㈱エスティ不動産     大阪市中央区 10 不動産業を営ん
でおります。 50.0 －

当社への土地の賃貸 
当社からの資金借入 
役員の兼任 0名 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

  
445( 73) 

38.4 16.0 6,897,200



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、個人消費の伸び悩みはあるものの、企業収益の好調を背景に民間設備投資が

増加し雇用環境にも改善が見られるなど、景気は引き続き緩やかながら回復基調で推移いたしました。 

当社事業につきましては、チタン事業、その他事業とも主力製品の需要拡大が継続したことから、年度当初から

立ち上げ、戦力化したスポンジチタンの能力増強設備も含め各主要設備がフル稼働で生産対応し増販につなげまし

た。また、需要好調を受けスポンジチタンや半導体関連製品の販売価格も前事業年度に対し大きく改善いたしまし

た。一方、コスト面では増産効果もあり生産性向上を主体とした生産効率の改善が進み、原材料等価格アップ影響

を吸収した上でコスト低減を実現いたしました。 

この結果、当事業年度の業績につきましては、売上高は４３，２４８百万円（前期比３８．０％増）、経常利益

は１５，８３９百万円（前期比９２．９％増）、当期純利益は９，２８７百万円（前期比９１．５％増）と３期連

続の大幅な増収増益を達成することができました。 

  

事業別の業績は次のとおりです。 

＜チタン事業＞ 

国内展伸材向け需要が、アジア・中東における電力・化学・海水淡水化等のプラント物件および船舶用のプレー

ト熱交換器向けを主体に好調を持続したことに加え、輸出においても世界経済の拡大と原油価格の上昇を背景に、

軽量化を狙ったチタン多消費型の新型機を主体に民間航空機の新規受注が引き続き順調に拡大したため、スポンジ

チタンの需給は年間を通してタイトな状況が続きました。 

このような状況の中、当社は昨年３月にスポンジチタンの生産能力増強投資を完工し、年産２４，０００トン体

制を確立後、４月から増強新設備の即戦力化を含め全社を挙げて安定操業によるフル生産に取り組み、顧客からの

強い供給要請に対応するとともに販売量の増加を達成いたしました。 

販売価格につきましても好調な需要を背景に、展伸材用スポンジチタンにおいて平成１８年出荷分の契約価格が

国内、輸出向けとも前年契約比約２０％アップとなったことに加え、暦年契約の輸出向けについては平成１９年１

月出荷分からの新規契約価格では前年比更に約３０％のアップで決着しております。また、鉄鋼添加用においても

年間を通して需要が好調で、市場価格は高値圏にて推移いたしました。 

この結果、チタン事業の売上高は、３３，８８１百万円（前期比４２．３％増）と増加いたしました。 

  



＜その他事業＞ 

半導体関連製品では、デジタル家電や携帯電話、パソコン、自動車向け等の堅調な需要を背景に半導体需要が好

調に推移いたしましたため、多結晶シリコンや高純度チタンの販売は引き続きフル生産による高い水準が継続いた

しました。半導体需要に加え太陽電池用需要の急拡大で需給が逼迫している多結晶シリコンは、販売価格も改善い

たしました。なお、多結晶シリコンについては、このような市場動向と顧客の強い供給要請を踏まえ昨年４月に生

産能力を現状年産９００トンから１，３００トンへと４４％増強する投資を決定し、現在本年７月からの出荷に向

けて準備を進めております。 

環境・エネルギー関連他製品では、環境関連分野を主体に粉末チタンの販売が増加いたしました。 

この結果、その他事業の売上高は、９，３６６百万円（前期比２４．４％増）と増加いたしました。 

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末と比べ４，２５６百

万円増加し、当事業年度末には、４，８５５百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、１２，８０３百万円と前期に比べ８，３９７百万円

増加しました。これは、当期純利益が大幅に増加したこと及び売上債権の増加が主な要因であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、△６，６６９百万円と前期に比べ１，０１９百万円

増加しました。これは設備投資の支払が減少したことが主な要因であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、△１，８８７百万円と前期に比べ５，００４百万円

減少しました。これは、前期に実施した公募増資による株式発行収入が減少したこと及び増配による配当金支出

の増加が主な要因であります。 

  

[参考]事業別売上高 （単位：百万円）

  前事業年度 当事業年度 増減率 

チタン事業 国内 15,814 20,738 31.1% 

  輸出 8,001 13,143 64.3% 

     計 23,816 33,881 42.3% 

その他事業 半導体関連 6,616 7,974 20.5% 

  環境・エネルギー関連他 910 1,391 52.8% 

     計 7,526 9,366 24.4% 

合    計 31,343 43,248 38.0% 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は販売価格によっております。 

  

(2) 受注実績 

当事業年度の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

生産高(千円) 前年同期比(％) 

チタン事業 34,009,028 143.6

その他事業 8,845,286 116.7

合計 42,854,314 137.1

区分 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

チタン事業 38,647,363 137.5 17,584,801 137.2

その他事業 9,874,393 126.4 2,573,595 124.6

合計 48,521,756 135.1 20,158,396 135.4



(3) 販売実績 

当事業年度の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

  

(注) １ 近２事業年度における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

２ 近２事業年度における主要な輸出先別の割合 

  

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

販売高(千円) 前年同期比(％) 

チタン事業 33,881,917 142.3

その他事業 9,366,213 124.4

合計 43,248,130 138.0

区分 

第９期 第10期 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

チタン事業 8,001,792 25.5 13,143,869 30.4

その他事業 695,730 2.2 999,483 2.3

合計 8,697,523 27.7 14,143,352 32.7

輸出先 第９期 第10期 

北米 76.0％ 69.9％

欧州 19.5％ 24.0％

その他 4.5％ 6.1％

合計 100.0％ 100.0％

相手先 

第９期 第10期 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

住友商事㈱ 12,596,519 40.2 19,700,766 45.6

神鋼商事㈱ 4,999,967 16.0 6,377,963 14.7

㈱ＳＵＭＣＯ 4,233,536 13.5 5,472,307 12.7



３ 【対処すべき課題】 

（中期経営計画の進捗と見直し） 

当社は、主力製品のチタンおよび半導体関連製品の需要が中長期的に拡大する見通しであることを踏まえ、平成

１７年２月に既中期経営計画（平成１７～１９年度）を策定し企業基盤の一層の強化に努めてまいりましたが、市

場における需要拡大は当初の想定以上に進み既に平成１９年３月期には収益面で目標を大きく上回ることもあり、

本年３月に既中期経営計画を１年前倒しで終了し、新たに平成１９年度をスタートとする新中期経営計画（平成１

９～２１年度）を策定いたしました。 

既計画の進捗および新計画の概要は次のとおりです。 

① 既中期経営計画（平成１７～１９年度）の進捗 

        計画の 重要施策であるスポンジチタン能力増強投資（年産１８，０００トン→２４，０００トン）を予定通り

完成し当事業年度（平成１９年３月期）よりフルに戦力化したことをはじめ、計画に織り込んだ諸施策は、順調

に進捗いたしました。 

また、計画遂行の成果に加え市場環境の一層の好転により、収益面での数値目標は当事業年度において大きく

クリアいたしました。 

  

 ＜数値目標の進捗状況＞ 

    

  

  
（既中期経営計画） 

平成１９年度目標 
  

（当事業年度） 

平成１８年度実績 

売上高 
 

３００

億円 

以上 
  

  

４３２ 

億円 

  

  
チタン事業 ２１０     ３３８   

その他事業 ９０     ９３   

経常利益 ７０     １５８   

当期純利益 ４２     ９２   

            

総資産 
 

４２０

億円 

  
  

  

５７０ 
  

            

ＲＯＳ（売上高経常利益率） ２０ ％   ３６．６ ％ 

ＲＯＡ（総資産経常利益率） １６ ％   ３０．６ ％ 



② 新中期経営計画（平成１９～２１年度）の概要  

＜基本方針＞ 

 航空機向けスポンジチタンや半導体向け多結晶シリコン、高純度チタン等当社が得意とする高品質の主力製品

の需要は今後着実に拡大すると見込まれますが、供給面では新規参入が難しく需給ギャップの解消は、容易には

進まないと思われます。 

 このような市場動向を踏まえ、以下を新中期経営計画の基本方針といたします。 

  

  

＜経営目標＞ 

 次の経営目標達成により収益規模倍増を目指します。 

1. 質・量総合して「世界トップのスポンジチタンメーカー」の地位強化 

2. 「チタン」「半導体関連製品」「環境・エネルギー関連製品」の３本柱による収益力強化 

3. 将来の経営基盤強化のための「研究開発投資の拡充」と安価なスポンジチタンを製造する「新製錬法の開発促

進」 

新中期経営計画の基本方針 

・他社の参入の難しい当社得意分野において 
  
  経営資源を集中投下すると同時に、他社との技術的差別化を強力に進め、 

  高い生産性によりコスト競争力を確保する所謂「攻めの経営」に徹し、 
  
 企業基盤の強化安定を図る。 



＜数値目標＞ 

  

＜具体的施策＞ 

１．生産能力増強 

（1）スポンジチタンの生産能力増強 

増強規模    年産２４，０００トン → ３８，０００トン（＋１４，０００トン） 

増強ステップ  1ｓｔ ステップ     ＋ ８,０００トン   平成２１年１月出荷開始 

        2nd ステップ     ＋ ６,０００トン   平成２１年７月出荷開始 

投資額     ３１９億円 

増強場所    本社工場隣接地３５千㎡を活用 

  

（2）チタン溶解（インゴット）の生産能力増強検討 

スポンジチタン能力増強に合わせ、溶解能力の増強を検討 

  

（3）多結晶シリコンの生産能力増強 

増強規模    年産９００トン → １，４００トン （＋５００トン） 

増強ステップ  1ｓｔ ステップ      ＋ ４００トン   平成19年 7月出荷開始 

        2nd ステップ      ＋ １００トン   平成20年10月出荷開始 

投資額     ６６億円 

増強場所    本社工場内に増強 

  

  
（当事業年度） 

平成18年度実績 

（新中期経営画） 

平成21年度目標 
  

伸び率 

売上高 
億円

４３２ 

億円 

８００ 
約 ２倍 

  

チタン事業 ３３８ ６１０ 
    

その他事業 ９３ １９０ 

  
（半導体関連製品） （７９） （１７０） 

    
（環境・エネルギ－関連他製品） （１３） （２０） 

経常利益 １５８ * ３００ 
  

約 ２倍 

当期純利益 ９２ １８０ 約 ２倍 
  
*減価償却制度変更影響は織り込んでおりません。 
  

総資産 
億円

５７０ 

億円 

９００ 
  

  

ＲＯＳ（売上高経常利益率） 

ＲＯＡ（総資産経常利益率） 

１株当たり当期純利益 

３６．６％ 

３０．６％ 

２５２円 

３６％以上 

３０％以上 

４８９円 

  



（4）高純度チタンの生産能力増強 

    半導体向けチタンターゲット用高純度チタンの生産能力増強により売上倍増を目標（投資額５億円） 

                        平成１８年度実績  平成２１年度目標 

  高純度チタン販売数量（年間）        １６６トン  →   ３００トン 

  

２．環境・エネルギー関連他製品の拡販 

環境意識の高まりおよびクリーンエネルギーへのシフトという時代要請に対し、チタンとシリコンのファイ

ン化技術を活かした商品開発および用途開発の強化により一層の売上拡大を推進 

                      平成１８年度実績  平成２１年度目標 

 環境・エネルギー関連他製品売上高（年間）   １３億円   →   ２０億円 

  

３．設備投資計画 

  能力増強投資を主体に３年間で５１０億円の設備投資を計画 

（目的別投資内訳） 

  

４．研究開発投資の強化  

研究開発費の規模を既中期経営計画（平成１７～１９年度）から倍増し、「環境・エネルギー関連製品の商

品開発」「差別化強化のための製造技術開発」「より安価なスポンジチタンを製造するための新製錬法の開

発」を促進 

（目的別投資内訳）  

新中期経営計画 
(平成19～21年度) 

設備投資額 

能力増強投資
一般投資 

（更新投資他）
スポンジチタン チタン溶解 多結晶シリコン 高純度チタン 

５１０ 億円 ３１９ 億円 ２０ 億円 ６６ 億円 ５ 億円 １００ 億円 

新中期経営計画 
(平成19～21年度) 
研究開発投資額 

  

商品開発投資 製造技術開発 新製錬法開発

５６ 億円 ９ 億円 ２０ 億円 ２７ 億円



４ 【事業等のリスク】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。 

当社の事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事

項は、次のとおりであります。 

（１）外部環境による影響 

＜チタン事業＞ 

  当社の輸出スポンジチタンの全社売上高に対する割合は、当事業年度で３０．０％を占めておりますが、その主

要用途は高品質の航空機用であります。従って、航空機メーカーの受注並びに航空機のメンテナンス需要の変動に

より、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

一方、国内向け金属チタン(スポンジチタン、インゴット)の全社売上高に対する割合は、当事業年度で４３．

２％を占めておりますが、その多くは電力・化学等プラント物件向けや船舶用のプレ－ト熱交換器向け等の一般産

業用として、展伸材メ－カ－から主にアジア・中東地域向けに直接または間接的に販売されております。従って、

これらの地域の経済状態の変動により、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

また、国内向け金属チタンのうち、主力ユーザーである住友金属工業㈱及び㈱神戸製鋼所向け売上(商社経由含

む)の全社売上高に対する割合は、当事業年度で３３．５％を占めております。従って、両社の素材調達方法の変化

やチタン事業の変動により、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

＜その他事業＞ 

当社は、その他事業の主力製品として、半導体向けの材料である多結晶シリコンと高純度チタンを製造しており

ます。この２品種の全社売上高に対する割合は、当事業年度で１７．６％を占めております。 

多結晶シリコンについては大半を㈱ＳＵＭＣＯに販売しており、これを主体として同社向け売上の全社売上高に

対する割合は当事業年度で１２．７％を占めております。従って、半導体の景況及び㈱ＳＵＭＣＯの素材調達方法

の変化により、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。 

  

（２）輸出売上高比率と為替変動による影響 

全社売上高に対する輸出売上高の割合は、当事業年度において３２．７％を占めております。当社の輸出売上高

の殆どが米ドル建てで、輸入原材料の米ドル建てでの仕入や、電力、ＬＮＧ等の間接的な米ドルでの支払いを含め

ても、米ドルの受取超過になる傾向にあり、為替の変動幅により、当社の経営成績に影響をもたらす可能性があり

ます。 

  

（３）電力料金の変動の影響 

当社の製造工程においては、大量の電力を消費するため、当事業年度で電力料が当期総製造費用の２０．３％を

占めております。そのため原油価格の変動等により電力料金の大幅改定があった場合、当社の経営成績が影響を受

ける可能性があります。 

しかしながら、円安を主たる要因として電力料金が値上げされる場合の経営成績への影響は、当社はドル受取超

過体質であるため、米ドルの円貨ベースでの手取り増で吸収されます。 

  



（４）自然災害及び事故の影響 

当社の製品の製造拠点は本社工場（兵庫県尼崎市）のみであるため、製品の供給責任を果たすべく安定操業の確

保を経営の重要課題と位置付け、大規模な地震等の災害対策や設備事故の防止対策に万全を期しております。 しか

しながら自然災害の規模によっては、また万一重大事故が発生した場合は、生産活動に支障をきたし、当社の経営

成績が影響を受ける可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、スポンジチタンおよび多結晶シリコン等の既存製造技術に関しましては、顧客満足度の向

上のため、高品質化対応および生産性向上を目指し原料から製品までの全プロセスにわたり徹底した改善強化に努

め、業界トップの技術ポテンシャルを維持することとしております。また、環境・エネルギー関連の新製品開発にも

積極的に取り組み業容の拡大に努めることとしております。 

次世代のチタン製造技術の確立に向けた新製錬法の開発は、経済産業省の助成金プロジェクトとして３年目の開発

に取り組んでおります。 

当事業年度の研究開発費は、７５１百万円です。 

また、事業別の主な研究開発活動を示すと次のとおりです。 

  

＜チタン事業＞ 

スポンジチタン製造につきましては、塩化工程における生産性向上のための技術開発、また電解・精製工程におけ

る生産性向上および省エネルギー化のための技術改善に取り組んでおります。 

また、新工場に向けた技術開発を主目的としたクロール法技術開発プロジェクトチームを発足させ、新技術の開発

を強化しております。 

なお、チタン事業の研究開発費は、３２７百万円です。 

  

＜その他事業＞ 

多結晶シリコン製造につきましては、各工程における技術開発、技術改善により生産性向上、省エネルギー化およ

び環境負荷低減に取り組んでおります。 

新製品開発につきましては、四塩化チタンを利用した光触媒薄膜作製技術および可視光応答型光触媒の実用化に向

けた用途開発、量産化対応の技術開発を進めております。また、球状のチタン粉末（登録商標「タイロップ」）の焼

結品（登録商標「タイポラス」）につきましては、標準品販売の他、電極用途などの客先ニーズに沿った開発に取り

組んでおります。一酸化珪素につきましても、標準品販売の他、焼結品製造技術を開発し、ハイバリア膜材料として

の用途開発に取り組んでおります。 

なお、その他事業の研究開発費は、４２４百万円です。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当事業年度の財政状態および経営成績の分析は以下のとおりであります。 

(1) 財政状態の分析 

(資産) 

当事業年度末における資産の残高は、５７，０３７百万円と前事業年度末に比べ１０，７１７百万円増加しまし

た。この内、流動資産残高は２６，５６１百万円と７，９２２百万円増加、固定資産は３０，４７６百万円と２，７

９５百万円の増加となっております。流動資産の増加につきましては現金及び預金の増加並びに売上増に伴う売上債

権の増加、また固定資産の増加につきましては多結晶シリコン能力増強投資を主体とする有形固定資産の増加が主な

要因となっております。（現金及び預金の増加要因につきましては次項のキャッシュフローの分析をご参照下さ

い。） 

(負債) 

当事業年度末における負債の残高は、２３，７４２百万円と前事業年度末に比べ３，３４４百万円増加しました。

この主な要因は、所得の増加による未払法人税等の増加と生産増に伴う買入債務の増加です。 

(純資産) 

当事業年度末における純資産の残高は、３３，２９４百万円と前事業年度末に比べ７，３７３百万円増加しまし

た。これは主に当期純利益による増加と配当金支払いによる減少を差し引きした結果、利益剰余金が増加したことに

よるものであり、自己資本比率は前事業年度末５６．０％から当事業年度末５８．４％と２．４％上昇しました。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析  

当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、設備投資の支払を主体に投資活動で６，６６９百万円、また配

当金の支払を主体に財務活動で１，８８７百万円使用しましたが、営業活動で当期純利益が大幅に増加したことによ

り１２，８０３百万円を得た結果、当事業年度末のキャッシュの残高は、前事業年度末から４，２５６百万円増加し

４，８５５百万円となりました。それぞれのキャッシュ・フローの前事業年度からの増減要因については「第２ 事

業の概況の状況 １．業績等の概要」に記載のとおりです。 

  



(3) 経営成績の分析 

当事業年度の業績につきましては、「第２ 事業の状況 1.業績等の概要」にも記載しておりますが、チタン事

業、その他事業とも主力製品の需要拡大が継続したことから、年度当初から立ち上げ、戦力化したスポンジチタンの

能力増強設備も含め各主要設備がフル稼働で生産対応し増販につなげました。また需要好調を受けスポンジチタンや

半導体関連製品の販売価格も前事業年度に対し大きく改善いたしました。一方、コスト面では増産効果もあり生産性

向上を主体とした生産効率の改善が進み、原材料等価格アップ影響を吸収した上でコスト低減を実現いたしました。 

この結果、当事業年度の業績につきましては、売上高４３，２４８百万円（前年同期比３８．０％増）、経常利益

は１５，８３９百万円（前年同期比９２．９％増）、当期純利益は９，２８７百万円（前年同期比９１．５％増）と

３期連続の大幅な増収増益を達成することができました。 

売上高の増加要因は、「第２ 事業の状況 1.業績等の概要」に記載のとおりです。 

売上原価につきましては、売上の増加にともない前事業年度の１９，４７０百万円から３，８０６百万円増加し２

３，２７６百万円となりました。売上原価率は、販売価格のアップに加え生産量の増加により前事業年度から８．

３％低下し５３．８％となりました。 

販売費及び一般管理費につきましては、販売費や研究開発費の増加を主体に前事業年度の３，５０５百万円から５

６７百万円増加し４，０７２百万円となりました。 

この結果、営業利益につきましては、前事業年度の８，３６８百万円から７，５３０百万円増加し１５，８９８百

万円となりました。 

また、営業外損益につきましては、不要品売却益の増加により営業外損益合計では、前事業年度に対し９５百万円

改善しました。 

特別損益につきましては、固定資産除却損の増加により、特別損益合計では、６４百万円悪化しました。 

以上の結果、経常利益は前事業年度の８，２１２百万円から７，６２６百万円増加し１５，８３９百万円となり、

当期純利益では前事業年度の４，８４９百万円から４，４３７百万円増加し９，２８７百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資の総額は、６，７９８百万円であります。 

この主なものは、多結晶シリコンの生産能力増強に関連する投資であります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(平成19年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、車両及び運搬具、工具器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。なお、金額には

消費税等を含んでおりません。 

２ 土地及び建物の一部を賃借しており、賃借料は、216,350千円(内訳は下記のとおり)であります。 

なお、賃借している土地の面積については、[ ]で外書きしております。 

  

 ３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の名称 設備の内容 

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名) 建物 

及び構築物
機械及び
装置 

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

本社工場 
(兵庫県尼崎市) 

チタン事業 

  
チタン製造 
設備 
  3,967,471 11,691,143

 
 

8,453,662
(56)

 
[102]

2,575,438 26,687,714 445 
(73) 

その他事業 
多結晶シリ 
コン製造設 
備他 

物件名 所在地 賃借先
支払賃借料 
(千円) 

本社工場 (土地) 兵庫県尼崎市 ㈱エスティ不動産 109,800

〃 (土地) 〃 ㈱ＳＵＭＣＯ 24,840

〃 (土地) 〃 関西電力㈱ 65,954

東京支社 (建物) 東京都港区 住友金属鉱山㈱ 15,756



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

チタン事業 

  

   その他事業 

  

 (2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

事業所名 所在地 事業別 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 

総額 
既支払
額 

着手 完了予定 

本社工場 
兵庫県 
尼崎市 

チタン 
事業 

ス ポ ン ジ
チタン 
生 産 能 力
増強  

百万円
31,900 - 

自 己 資
金 

  
  
平成18年 
 10月 
  

  
  

(1st.STEP) 
平成20年 
 12月 

(2nd.STEP) 
平成21年 
 6月 

(1st.STEP) 
年間8,000ト
ン増加 
(2nd.STEP) 
年間6,000ト
ン増加 

事業所名 所在地 事業別 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 

総額 
既支払
額 

着手 完了予定 

本社工場 
兵庫県 
尼崎市 

その他 
事業 

多 結 晶 シ
リ コ ン 生
産 能 力 増
強 
  

百万円
6,600 

百万円
226 

自 己 資
金 

  
  
平成18年 
 4月 
  
  
  

(1st.STEP) 
平成19年 
 5月 

(2nd.STEP) 
平成20年 

9月 

(1st.STEP) 
年間400トン
増加 
(2nd.STEP) 
年間100 
トン増加 

            



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 125,760,000

計 125,760,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 36,800,000 36,800,000
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 36,800,000 36,800,000 ― ― 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式） 

  発行価格 13,230円 引受価格 12,684円40銭 発行価額 12,684円40銭 資本組入額 6,343円 

   ２．株式分割による増加であります。1株につき2株の割合をもって分割いたしました。 

  

(5) 【所有者別状況】 

（平成19年３月31日現在） 

（注）自己株式 663株は、「個人その他」に 6単元、「単元未満株式の状況」に 63株含まれております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成17年７月15日 
（注）１ 340,000 9,200,000 2,156,620 8,739,620 2,156,076 8,943,076

平成17年11月18日 
（注）２ 9,200,000 18,400,000 － 8,739,620 － 8,943,076

平成18年10月１日 
（注）２ 18,400,000 36,800,000 － 8,739,620 － 8,943,076

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

－ 58 82 269 241 2 21,316 21,968 ―

所有株式数 
(単元) 

－ 40,284 15,525 196,781 25,254 3 90,076 367,923 7,700

所有株式数 
の割合(％) 

－ 10.95 4.22 53.49 6.86 0.00 24.48 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

(平成19年３月31日現在) 

(注) 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

住友金属工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５―33 8,800 23.91

株式会社神戸製鋼所 兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目10―26 8,800 23.91

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11 1,600 4.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,398 3.80

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 850 2.31

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 561 1.53

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社） 

25  CABOT  SQUARE,CANARY  WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
  
（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０－３
恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

194 0.53

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 182 0.50

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 162 0.44

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
  
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

161 0.44

計 ― 22,710 61.72

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,185千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 707千株



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年３月31日現在) 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が400株含まれております。また、「議決権

の数」欄に当該名義書換失念株式の議決権 4個を含めておりません。 

  

② 【自己株式等】 

(平成19年３月31日現在) 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式        600 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 36,791,700 367,913 ― 

単元未満株式 普通株式     7,700 ― ― 

発行済株式総数 36,800,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 367,913 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
住友チタニウム株式会社 

兵庫県尼崎市東浜町１番地 600 ― 600 0.00

計   600 ― 600 0.00



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7号による普通株式の取得 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7号による取得 

（注）１ 当事業年度における取得自己株式には、株式分割263株が含まれております。 

２ 当期間における取得自己株式には、平成19年6月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請求による株

式数は含めていません。 

  

 (4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 453 3,079,670

当期間における取得自己株式 - -

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

- - - - 

消却の処分を行った取得自己株式 - - - - 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

- - - - 

その他 - - - - 

保有自己株式数 663 - 663 - 



３ 【配当政策】 

当社は、将来に亘り株主価値の増大を図るべく経営基盤の強化を進めていくと同時に株主に対する利益還元を経営

の 重要課題と位置付けてまいります。 

このため、株主に対する配当につきましては、業績水準や将来の資金需要等を総合的に勘案した上、株主の期待に

応えられるよう１株につき７．５円（平成１８年１０月１日付株式分割後１株当たり）の安定配当を基本的スタンス

とし、これに業績に応じた利益還元分を加え直接的還元の充実を図ってまいります。 

また、内部留保資金につきましては、将来の成長に不可欠な開発や事業拡大のための投資等に充てることにより、

業績の安定向上と財務体質の充実に努め一層の経営基盤の強化を図ってまいります。 

以上の基本方針のもと、当社は、平成１８年６月２３日開催の第９期定時株主総会において会社法施行に合わせ配

当を取締役会決議により機動的に行えるよう定款変更を行うとともに、当面の配当目標として安定配当1株につき７．

５円を下限としつつ、これに業績連動分を合わせた配当性向２０％を設定いたしました。 

この目標に沿い当事業年度の配当につきましては１株当たり７５円の配当（うち中間配当４５円）を実施すること

を決定いたしました。 

なお、当社は、会社法第454条第5項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。 

（注）１株当たり年間配当７５円は、平成１８年１０月１日付の株式分割後株数で換算しますと、年間５２円５０銭となりま

す。なお、前事業年度の年間配当は１株当たり５５円で同様に株式分割後に換算しますと２７円５０銭であります。 

  

  

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年10月27日 

取締役会決議 

 

827

 

45

平成19年5月23日 

取締役会決議 

 

1,103

 

30



４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) １． 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。なお、平成１７年３月１日付けをも

って東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。 

２．□印は、株式分割（平成17年11月18日、1株→2株）による権利落後の株価であります。 

３. ※印は、株式分割（平成18年10月1日、1株→2株）による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注)１． 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  ２．上記の株価は、株式分割による権利落後の株価であります。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 2,680 2,070 10,640
18,850

□22,270 
29,130

※15,060 

低(円) 956 1,112 2,010
7,130

□9,700 
14,360

※11,620 

月別 
平成18年 
10月 

11月 12月
平成19年
１月 

２月 ３月 

高(円) 14,220 13,890 13,740 13,650 14,880 15,060

低(円) 11,620 11,650 12,520 12,550 12,550 12,960



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役社長 代表取締役 橘   昌 彰 昭和18年２月25日生

昭和40年４月 住友金属工業㈱入社 

注３ 9

平成２年６月 同社経営企画部長 

平成６年６月 同社鉄鋼総括部長 

平成８年６月 同社取締役、支配人 

平成９年６月 同社取締役、支配人、建材事業部

長 

平成11年６月 同社常務執行役員、厚板・建材事

業部長 

平成12年６月 同社取締役、専務執行役員、厚

板・建材事業部長 

平成13年６月 同社取締役副社長 

平成15年６月 当社取締役社長(現任) 

取締役 
副社長 代表取締役 山 本 睦 生 昭和22年１月29日生

昭和45年４月 ㈱神戸製鋼所入社 

注３ 10

平成５年４月 同社鉄鋼事業本部原料本部第一原

料部長 

平成７年10月 同社鉄鋼事業本部原料部鉱石金属

担当部長 

平成８年４月 同社鉄鋼事業本部原料部長 

平成11年４月 同社鉄鋼カンパニー原料部長 

平成12年６月 同社執行役員 

平成15年６月 当社取締役副社長(現任) 

専務取締役   市 橋 弘 行 昭和20年１月22日生

昭和45年４月 住友金属工業㈱入社 

注３ 11

平成６年６月 同社技術・開発本部総合研究開発

センタ鉄鋼技術研究所製鋼プロセ

ス研究部長 

平成８年６月 同社技術部長 

平成10年６月 当社技術部長兼ソーラー技術開発

推進室長 

平成12年６月 当社技術部長兼ソーラー技術開発

推進室長、和歌山シチックスソー

ラー㈱(現ＳＵＭＣＯソーラー㈱)

取締役社長 

平成13年６月 当社取締役、支配人、技術部長 

平成14年６月 当社常務取締役 

平成15年６月 当社専務取締役(現任) 

専務取締役 東京支社長 諸 岡 保 和 昭和20年12月２日生

昭和43年４月

平成２年２月

  

平成２年６月

住友金属工業㈱入社 

同社事業開発本部企画管理部事業

企画室長 

同社エレクトロニクス事業部企画

室長 

注３ 10

平成４年１月 リードライト・エスエムアイ㈱取

締役副社長 

平成９年６月 スミトモ・メタル・ユーエスエ

イ・コーポレーション社長 

平成14年６月 当社取締役、支配人 

平成15年６月

平成16年６月

当社常務取締役 

当社専務取締役、東京支社長(現

任) 



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

(千株) 

常務取締役   山 上 晃 男 昭和21年10月21日生

昭和44年４月 住友金属工業㈱入社 

注３ 10

平成４年６月 同社新材料事業部企画部長 

平成５年４月 ㈱住友金属セラミックス管理部長 

平成８年６月 ㈱住友金属エレクトロデバイス取

締役 

平成11年４月 当社業務部長 

平成12年２月 当社業務部長兼業務効率化推進室

長 

平成13年６月 当社取締役、支配人、業務部長兼

業務効率化推進室長 

平成14年６月

平成16年６月

平成17年６月

平成18年７月

当社取締役、支配人、業務部長 

当社取締役、支配人 

当社常務取締役（現任） 

当社内部統制推進プロジェクトチ

ーム長（現任） 

常務取締役   上 村 哲 朗 昭和23年６月４日生

昭和47年４月 ㈱神戸製鋼所入社 

注３ 6

平成８年４月 同社鉄鋼事業本部加古川製鉄所計

画管理部計画室長(部長待遇) 

平成10年４月 同社鉄鋼事業本部チタン本部チタ

ン技術部長 

平成11年４月 同社鉄鋼カンパニーチタン本部チ

タン技術部長兼同チタン本部チタ

ン技術部技術室長 

平成12年１月 同社鉄鋼カンパニーチタン本部チ

タン技術部長 

平成12年６月 同社鉄鋼部門チタン本部チタン技

術部長 

平成15年６月

  

平成18年６月

当社取締役、支配人、チタン溶解

部長 

当社常務取締役（現任）、チタン

溶解部長 

常務取締役 支配人 兵 動 剛 二 昭和25年7月24日生

昭和49年４月

平成３年６月

平成５年１月

  

平成９年10月

大阪チタニウム製造㈱入社 

同社チタン製造部チタン第一課長 

住友シチックス㈱チタン製造部チ

タン管理課長 

当社チタン製造部チタン製造課長 
注３ 6

平成10年６月 当社チタン製造部長 

平成14年６月

平成18年７月

  

平成19年６月

当社取締役、支配人(現任) 

クロール法技術開発プロジェクト

チーム長（現任） 

当社常務取締役（現任） 

取締役 

支配人、 
シリコン 

多結晶製造 
部長 

島   哲 夫 昭和23年5月4日生

昭和42年３月

平成４年10月

  

平成５年１月

  

平成10年６月

  

平成14年６月

平成16年６月

大阪チタニウム製造㈱入社 

同社シリコン第二製造部単結晶課

長 

住友シチックス㈱シリコン第二製

造部単結晶課長 

当社シリコン多結晶製造部多結晶

課長 

当社シリコン多結晶製造部長 

当社取締役、支配人、シリコン多

結晶製造部長(現任) 

注３ 4



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

(千株) 

取締役 支配人、 
技術部長 長 田 公 夫 昭和23年10月22日生

昭和48年４月

昭和56年１月

平成元年３月

  

平成５年12月

  

平成８年６月

平成10年10月

平成14年６月

平成15年４月

平成17年４月

平成17年６月

大阪チタニウム製造㈱入社 

九州電子金属㈱出向 

Ｃincinnati Ｓemiconductor Ｉ

nc.出向 

住友シチックス㈱シリコン第二製

造部長 

Ｓitix of Ｐhoenix Inc.出向 

当社シリコン多結晶製造部長 

当社業務効率化推進部長 

当社応用商品製造部長 

当社技術部長 

当社取締役、支配人、技術部長

（現任） 

注３ 2

常任監査役 常勤 北 浦 喜一郎 昭和21年1月15日生

昭和43年３月 大阪チタニウム製造㈱入社 

注４ 4

平成６年10月 住友シチックス㈱シリコン第一製

造部長 

平成７年６月 同社シリコン多結晶製造部長 

平成９年10月 当社シリコン多結晶製造部長 

平成10年10月 和歌山シチックスソーラー㈱(現

ＳＵＭＣＯソーラー㈱)取締役 

平成12年６月 当社監査役(常勤) 

平成14年９月 当社常任監査役(常勤)(現任) 

監査役 常勤 酒 井  弘 昭和22年６月21日生

昭和41年３月 大阪チタニウム製造㈱入社 

注４ 7

平成５年４月 住友シチックス㈱シリコン品質保

証部尼崎品質保証グループ長 

平成８年10月 同社総務部人事グループ長 

平成13年６月 当社業務部担当部長兼生産管理グ

ループ長 

平成16年６月 当社業務部長兼生産管理グループ

長 

平成17年７月 当社業務部長 

平成18年７月

平成19年６月

当社支配人 

当社監査役(常勤)(現任) 

監査役   八 木 克 彦 昭和21年２月28日生

昭和44年４月 住友金属工業㈱入社 

注４ -

平成５年４月 同社大阪鋼板部長 

平成８年６月 同社ステンレス鋼板部長 

平成11年12月 同社ステンレス・チタン事業部長

兼ステンレス鋼板営業部長 

平成13年６月 同社常務執行役員 

平成15年４月 同社常務執行役員兼チタン部長 

平成15年６月

平成17年４月

  

平成18年4月 

  

  

  

平成19年4月 

当社監査役(現任) 

同社専務執行役員、エンジニアリ

ングカンパニー長 

同社専務執行役員 

エンジニアリングカンパニー長

兼建設エンジニアリング事業部

長 

同社専務執行役員 

エンジニアリングカンパニー

長、建設エンジニアリング事業

部長並びに環境エンジニアリン

グ事業部長（現任） 



  

  
(注)１ 監査役 八木克彦及び阿部央道は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。 

２ 大阪チタニウム製造㈱は、平成５年１月に住友シチックス㈱に商号変更し、同社は、平成10年10月１日に住友金属工業㈱

と合併いたしました。 

      ３ 平成19年３月に係る定時株主総会終結時から平成20年３月に係る定時株主総会終結の時までであります。 

４ 平成19年３月に係る定時株主総会終結時から平成23年３月に係る定時株主総会終結の時までであります。 

   ５ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役2名を選出して

おります。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

      

      （注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

監査役   阿 部 央 道 昭和23年３月31日生

昭和47年４月 ㈱神戸製鋼所入社 

注４ 0

平成６年４月 同社鉄鋼事業本部生産本部高砂鋳

鍛鋼工場技術部長 

平成９年４月 同社鉄鋼事業本部鋳鍛鋼事業部鋳

鍛鋼工場生産管理部長 

平成11年４月

  

  

  

平成12年６月

  

平成16年４月

同社鉄鋼カンパニー鋳鍛鋼事業部

鋳鍛鋼工場長兼鉄鋼カンパニー鋳

鍛鋼事業部鋳鍛鋼工場生産管理部

長 

同社理事、鉄鋼部門鋳鍛鋼事業部 

副事業部長 

同社執行役員、鉄鋼部門鋳鍛鋼事

業部長 

平成19年４月 同社常務執行役員、鉄鋼部門鋳鍛

鋼事業部長、チタン本部、鉄粉本

部の担当 

平成19年６月 当社監査役(現任) 

計 － － － － － －  

氏名 生年月日 略歴 任期 所有
株式数 

原   敏 高 昭和31年12月29日生 

昭和54年４月 

平成９年６月 

  

平成13年６月 

  

平成16年１月 

  

平成17年８月 

  

平成18年11月 

  

住友金属工業㈱入社 

同社鋼管事業部鋼管輸出部配管輸

出室長 

同社鋼板・建材事業部チタン営業

部東京チタングループ長 

同社鋼板・建材カンパニーチタン

部チタン輸出室長 

同社鋼板・建材カンパニーチタン

部次長兼チタン輸出室長 

同社鋼板・建材カンパニーチタン

部長兼チタン輸出室長（現任） 

(注) -千株

今 井 明 彦 昭和36年５月17日生 

昭和59年４月 

平成10年１月 
  

平成10年４月 
  

平成11年４月 
  

平成12年４月 
  

平成12年10月 
  

  
平成18年６月 

㈱神戸製鋼所入社 

同社鉄鋼事業本部企画管理部主任

部員 

同社鉄鋼事業本部チタン本部チタ

ン営業部主任部員 

同社鉄鋼カンパニーチタン本部チ

タン営業部主任部員 

同社鉄鋼部門チタン本部チタン営

業部主任部員 

同社鉄鋼部門チタン本部主任部員

兼同チタン本部営業部主任部員

（現任） 
当社補欠監査役（現任） 

(注) 0千株



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、経営の効率化、透明性、健全性の確保により、継続的に企業価値を創造し、顧客や株主、地域社会、従

業員など全てのステークホルダーから信頼され、満足戴ける企業の実現に努めております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

1)  会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①会社の機関の内容及びコンプライアンス体制の整備 

当社の取締役会は取締役９名（うち社外取締役0名）で構成されております。また、当社は監査役制度を採用し

ており、監査役４名中２名は社外監査役であります。取締役会を当社事業に精通した取締役で構成することによ

り、経営効率の維持・向上を図る一方、社外監査役を含む監査機能の充実により、経営の透明性、健全性の維

持・強化を図っております。 

こうした会社としての機関設計のもと、当社事業活動を行っていく上での基本命題とも言うべき「企業行動規

範」について取締役会にて決議し、本規範の遵守は役員及び使用人の責務であると定めております。  

コンプライアンスの体制については、法令・社会的規範遵守経営の実現並びに緊急事態に関する発生防止及び

発生時の迅速かつ適切な意思決定と対応を行うことを目的として、「コンプライアンス委員会」(取締役・監査役

及び各部長で構成、委員長は取締役社長)を設置しております。 

また、「コンプライアンスヘルプライン」として、コンプライアンス上の事項について、当社の信用に重大な

影響を与えるおそれがあるものについて、社員（役員を含む）から建設的な提言や具申を受け入れる相談窓口を

設置しております。 

なお、役員及び使用人が企業活動を行う上で守るべき基本事項を簡潔に記載した「コンプライアンス・マニュ

アル」も制定しております。このような体制のもと、当社としては、コンプライアンスの遵守励行に日々努めて

おります。 

なお、上記を含む業務執行の体制、経営の監視、内部統制およびリスク管理体制の仕組みは次のとおりであり

ます。 

  



  

 

  

②内部監査、監査役監査及び会計監査の状況 

内部監査は社長直轄の組織である監査室が、監査役及び会計監査人と密接な連携を保ち、監査効率の向上に努

めながら、会計監査並びに業務監査を実施しております。 

監査役は社外監査役２名を含む４名で構成されており、毎月開催される取締役会に出席し必要に応じて意見を

述べるほか、経営方針決定の経緯及び業務執行の状況を知るため、その他の重要な会議への出席や取締役の業務

遂行の監視等、客観的な立場での監督機能を発揮しております。 

会計監査人は監査法人トーマツであり、公正不偏の立場をもって通常の監査に加え、重要な会計的課題につい

ても適宜助言を受けております。 

なお、業務を執行した公認会計士並びに監査業務に係る補助者の構成は以下の通りです。 

業務を執行した公認会計士 

監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ４名 会計士補等 ６名 その他 １名 

  

役職 氏名 法人名 継続監査年数 

業務執行社員 新免 和久 監査法人トーマツ  1年 

業務執行社員 中田  明 監査法人トーマツ  1年 



2） 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

          社外監査役 ２名 

  

3） 社外役員の責任限定契約に関する事項 

当社は、平成１８年６月２３日開催の第９期定時株主総会において定款を変更し、社外監査役の責任限定契

約に関する規定を設けております。当該定款に基づき当社は、社外監査役全員と当社の社外監査役としての任

務を怠りこれにより損害が生じた場合でも、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がないときに

は、会社法第425条第1項各号所定の合計額を限度として損害賠償責任を負うものとする内容の契約を締結して

おります。 

4)  リスク管理体制の整備状況 

当社としての事業活動に係るリスクを抽出・把握するため、必要な社内会議を設置するとともに、全社的に

リスクサーベイ一覧表を作成し定期的なモニタリングを実施する等、リスクを極小化する努力を常日頃から行

っております。万一リスクが発生した場合に備え、コンプライアンス委員会等緊急時の対策に関する体制を整

備しております。 

5)  会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの 近1年間における実施状況 

経営情報の積極的な開示に心がけ、四半期業績開示を含めた決算発表早期化に対応するとともに、株式分

割、スポンジチタン能力増強起業の進捗等の経営に関する正確な情報をタイムリーに開示いたしました。 

6） 取締役の定数 

当社の取締役は１３名以内とする旨定款に定めております。 

7） 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

8） 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第３０９条第２項に定める特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。 

9) 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、取締役会の決議（株主総会決議によっては行わない）により、法令が定めるところにより、剰余金

の配当等を行うことができる旨定款に定めております。これは、機動的な配当政策および資本政策を可能とす

ることを目的とするものであります。 

  

（氏 名） （当社外での役職） （当社との関係） 

八木 克彦 住友金属工業株式会社 

専務執行役員 

その他の関係会社 

金属チタンの主要ユーザー 

阿部 央道 株式会社神戸製鋼所 

常務執行役員 

その他の関係会社 

金属チタンの主要ユーザー 



(3) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下の

とおりであります。 

(監査報酬) 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の
額を区分しておりませんので、②の金額には会社法に基づく監査の報酬等の額を含めております。 

 (役員報酬)         

取締役に支払った報酬 228百万円       

監査役に支払った報酬 43百万円       

計 271百万円       

① 当社が会計監査人に支払うべき報酬等の額 25百万円

② 上記①のうち、公認会計士法第２条第１項の 

  監査証明業務の対価として支払うべき報酬等の額 

 

21百万円

③ 上記②以外の業務に基づく報酬等の額 3百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第９期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第10

期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第９期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)に

ついては、中央青山監査法人（現 みすず監査法人）により監査を受けており、第10期事業年度(平成18年４月１日か

ら平成19年３月31日まで)の財務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

第９期（個別） 中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

第10期（個別） 監査法人トーマツ 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第９期

(平成18年３月31日) 
第10期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   599,610 4,855,914  

２ 受取手形 ※６   44,154 46,315  

３ 売掛金 ※１   12,098,329 14,646,138  

４ 製品   2,002,189 2,504,728  

５ 原材料   601,674 812,815  

６ 仕掛品   1,337,796 1,387,790  

７ 貯蔵品   1,223,406 1,355,242  

８ 前渡金   79,663 60,200  

９ 前払費用   104,898 79,334  

10 繰延税金資産   445,372 534,331  

11 未収入金   110,360 279,410  

12 その他   2,495 2,894  

貸倒引当金   △11,000 △4,000  

流動資産合計   18,638,951 40.2 26,561,117 46.6

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物 5,430,845 6,177,546    

減価償却累計額 2,275,153 3,155,691 2,457,498 3,720,048  

(2) 構築物 534,342 559,816    

減価償却累計額 281,383 252,959 312,393 247,422  

(3) 機械及び装置 26,050,943 29,670,894    

減価償却累計額 14,525,338 11,525,604 17,979,750 11,691,143  

(4) 車両及び運搬具 120,696 120,602    

減価償却累計額 81,124 39,571 86,271 34,330  

(5) 工具器具及び備品 356,712 604,527    

減価償却累計額 272,435 84,276 385,371 219,155  

(6) 土地   8,453,662 8,453,662  

(7) 建設仮勘定   290,110 2,321,951  

有形固定資産合計   23,801,876 51.4 26,687,714 46.8



  

  
第９期

(平成18年３月31日) 
第10期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産        

(1) ソフトウェア   115,275 105,557  

(2) 電気施設供給利用権   9,667 8,996  

(3) 電話加入権   2,779 2,779  

無形固定資産合計   127,723 0.3 117,333 0.2

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   428,895 291,015  

(2) 関係会社株式   550,928 568,400  

(3) 関係会社長期貸付金   1,750,000 1,750,000  

(4) 長期前払費用   107,631 46,926  

(5) 繰延税金資産   5,791 93,650  

(6) 前払年金費用   723,539 758,147  

(7) その他   184,074 163,075  

投資その他の資産合計   3,750,859 8.1 3,671,215 6.4

固定資産合計   27,680,460 59.8 30,476,264 53.4

資産合計   46,319,411 100.0 57,037,381 100.0

       



  

  
第９期

(平成18年３月31日) 
第10期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※６   774,573 846,378  

２ 買掛金   3,275,142 4,078,529  

３ 短期借入金   5,950,000 5,950,000  

４ 未払金   2,748,633 2,598,489  

５ 未払費用   351,577 468,013  

６ 未払法人税等   3,072,991 4,740,145  

７ 未払消費税等   109,115 686,349  

８ 預り金   18,517 23,565  

９ 賞与引当金   436,620 363,489  

10  役員賞与引当金   - 34,400  

11 設備関係支払手形 ※６   553,328 883,299  

12 その他の流動負債   - 1,001  

流動負債合計   17,290,498 37.3 20,673,661 36.2

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金   1,950,000 1,900,000  

２ 退職給付引当金   1,030,589 1,050,368  

３ 役員退職給与引当金   109,460 -  

４ その他の固定負債   17,693 118,550  

固定負債合計   3,107,742 6.7 3,068,918 5.4

負債合計   20,398,240 44.0 23,742,579 41.6

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※２   8,739,620 18.9 - -

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   8,943,076 -  

資本剰余金合計   8,943,076 19.3 - -

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   38,110 -  

２ 当期未処分利益   7,857,960 -  

利益剰余金合計   7,896,070 17.0 - -

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３   345,039 0.8 - -

Ⅴ 自己株式 ※４   △2,635 △0.0 - -

資本合計   25,921,170 56.0 - -

負債資本合計   46,319,411 100.0 - -

       



  

  
第９期

(平成18年３月31日) 
第10期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   - - 8,739,620 15.3

２ 資本剰余金      

資本準備金 - 8,943,076    

資本剰余金合計   - - 8,943,076 15.7

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 - 38,110    

(2) その他利益剰余金 - 15,305,267    

繰越利益剰余金 - 15,305,267    

利益剰余金合計   - - 15,343,377 26.9

４ 自己株式   - -
  

△5,714 
△0.0

株主資本合計   - - 33,020,358 57.9

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  - - 273,565 0.5

２ 繰延ヘッジ損益   - - 878 0.0

評価・換算差額等合計   - - 274,443 0.5

純資産合計   - - 33,294,802 58.4

負債純資産合計   - - 57,037,381 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   31,343,554 100.0 43,248,130 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 製品期首たな卸高 1,403,135 2,002,189   

２ 当期製品製造原価 19,962,255 23,665,390   

３ 当期製品仕入高 135,866 145,993   

合計 21,501,257 25,813,573   

４ 他勘定振替高 ※２ 28,893 32,045   

５ 製品期末たな卸高 2,002,189 19,470,175 62.1 2,504,728 23,276,799 53.8

売上総利益   11,873,379 37.9 19,971,331 46.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 荷造運送費 465,020 506,900   

２ 販売諸掛手数料 555,403 766,052   

３ 貸倒引当金繰入額 4,000 -   

４ 役員報酬 181,650 271,644   

５ 給与手当 546,474 540,542   

６ 賞与引当金繰入額 120,100 102,584   

７ 役員賞与引当金繰入額 - 34,400   

８ 役員退職給与引当金 
繰入額 

35,346 9,090   

９ 退職給付費用 42,036 34,440   

10 福利厚生費 163,525 186,714   

11 課金公課 126,130 149,594   

12 減価償却費 160,143 165,761   

13 研究開発費 ※３ 657,151 751,437   

14 その他 448,353 3,505,336 11.2 553,182 4,072,344 9.4

営業利益   8,368,043 26.7 15,898,986 36.8

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 ※１ 47,633 48,866   

２ 受取配当金 4,523 8,955   

３ 不用品売却益 - 99,955   

４ 受取精算金 12,185 19,765   

５ 受取賃貸料 8,075 10,752   

６ その他 12,882 85,300 0.3 4,106 192,400 0.4

      



  

  

  
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 72,260 79,550   

２ 為替差損 141,013 156,426   

３ その他 27,508 240,781 0.8 16,044 252,021 0.6

経常利益   8,212,562 26.2 15,839,365 36.6

Ⅵ 特別利益     

 貸倒引当金戻入益 - - - 7,000 7,000 0.0

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※４ 184,209 256,221   

２ ゴルフ会員権評価損 5,185 189,395 0.6 5,000 261,221 0.6

税引前当期純利益   8,023,166 25.6 15,585,144 36.0

法人税、住民税 
及び事業税 

3,458,108 6,426,345   

法人税等調整額 △284,771 3,173,336 10.1 △128,485 6,297,860 14.5

当期純利益   4,849,829 15.5 9,287,283 21.5

前期繰越利益   3,008,130 - 

当期未処分利益   7,857,960 - 

      



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 6,583,047 32.1 7,608,608 31.6

Ⅱ 労務費 ※１ 2,977,101 14.5 3,181,541 13.2

Ⅲ 経費 ※２ 10,916,020 53.4 13,305,954 55.2

当期総製造費用 20,476,168 100.0 24,096,104 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,053,557 1,337,796  

他勘定受入高 ※３ 12,271 25,778  

合計 21,541,997 25,459,678  

他勘定振替高 ※４ 241,945 406,497  

期末仕掛品たな卸高 1,337,796 1,387,790  

当期製品製造原価 19,962,255 23,665,390  

     

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

原価計算の方法 

 当社は、品種別工程別標準原価計算を実施し原価差額

については、期末に調整を行っております。 

原価計算の方法 

 同左 

※１ 製造原価に算入した引当金繰入額は、次のとおり 

であります。 

賞与引当金繰入額 316,520千円

退職給付費用 126,110千円

※１ 製造原価に算入した引当金繰入額は、次のとおり 

であります。 

賞与引当金繰入額 260,905千円

退職給付費用 114,176千円

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

外注加工費 1,474,608千円

電力料 4,216,968千円

減価償却費 2,704,262千円

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

外注加工費 1,787,819千円

電力料 4,900,036千円

減価償却費 3,778,347千円

※３ 他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。 

半製品購入高 5,126千円

その他 7,145千円

計 12,271千円

※３ 他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。 

半製品購入高 6,487千円

その他 19,291千円

計 25,778千円

※４ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

試験研究費 115,336千円

その他 126,608千円

計 241,945千円

※４ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

試験研究費 160,500千円

その他 245,997千円

計 406,497千円



③ 【株主資本等変動計算書】 

第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分△1,011,988千円及び平成18年10月27日開催の取締役会で決議した△827,988

千円であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 8,739,620 8,943,076 38,110 7,857,960 △2,635 25,576,131 

事業年度中の変動額             

  剰余金の配当（注） - - - △1,839,976 - △1,839,976 

  当期純利益 - - - 9,287,283 - 9,287,283 

 自己株式の取得 - - - - △3,079 △3,079 

株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) - - - - - - 

事業年度中の変動額合計(千円) - - - 7,447,307 △3,079 7,444,227 

平成19年３月31日残高(千円) 8,739,620 8,943,076 38,110 15,305,267 △5,714 33,020,358 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 345,039 - 345,039 25,921,170 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当（注） - - - △1,839,976 

 当期純利益 - - - 9,287,283 

 自己株式の取得 - - - △3,079 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △71,474 878 △70,595 △70,595 

事業年度中の変動額合計(千円) △71,474 878 △70,595 7,373,631 

平成19年３月31日残高(千円) 273,565 878 274,443 33,294,802 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税引前当期純利益   8,023,166 15,585,144 

２ 減価償却費   2,913,063 3,981,987 

３ 貸倒引当金の増減(△)額   4,000 △7,000 

４ 賞与引当金の増減(△)額   133,620 △73,131 

５ 役員賞与引当金の増減(△)額   - 34,400 

６ 退職給付引当金の増減(△)額   8,958 19,779 

７ 前払年金費用の増(△)減額   △10,220 △34,607 

８ 役員退職給与引当金の増減(△)額   28,411 △109,460 

９ 長期未払金の増加額   - 118,550 

10 受取利息及び受取配当金   △52,156 △57,821 

11 支払利息   72,260 79,550 

12 為替差益   △4,331 △9,692 

13 ゴルフ会員権評価損   5,185 5,000 

14  固定資産除却損   184,209 256,221 

15 売上債権の増(△)減額   △4,912,410 △2,549,970 

16 たな卸資産の増(△)減額   △1,356,083 △895,510 

17 その他流動資産の増(△)減額   △97,209 △156,070 

18 仕入債務の増減(△)額   725,812 875,191 

19 その他流動負債の増減(△)額   100,164 126,550 

20 未払消費税等の増減(△)額   53,984 577,233 

21 その他   138,619 138,684 

小計   5,959,042 17,905,028 

22 利息及び配当金の受取額   51,321 57,352 

23 利息の支払額   △81,099 △73,339 

24 法人税等の支払額   △1,396,530 △4,886,742 

25 固定資産撤去による支出   △172,820 △232,938 

26 その他   45,406 33,953 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,405,320 12,803,313 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得による支出   △7,457,563 △6,630,479 

２ その他   △231,329 △39,025 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △7,688,892 △6,669,504 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の返済による支出   △500,000 - 

２ 長期借入金による収入   500,000 - 

３ 長期借入金の返済による支出   △773,600 △50,000 

４ 株式の発行による収入   4,312,696 - 

５ 株式の発行による支出   △19,885 - 

６ 配当金の支払   △399,200 △1,834,117 

７ 自己株式の取得による支出   △2,635 △3,079 

財務活動によるキャッシュ・フロー   3,117,374 △1,887,196 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   4,331 9,692 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △161,866 4,256,303 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   761,476 599,610 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   599,610 4,855,914 
    



⑤【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
第９期

(平成18年６月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益   7,857,960 

Ⅱ 利益処分額     

 配当金   1,011,988 1,011,988 

Ⅲ 次期繰越利益   6,845,972 

      



重要な会計方針 

  

項目 
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

  (2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している) 

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している) 

   ② 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

 ② 時価のないもの 

   同左 

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務)の評価基準及び評

価方法 

時価法を採用しております。 

  

  

   同左 

  

  

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 総平均法による低価法を採用してお

ります。 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)につ

いて、定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

有形固定資産 

   同左 

  無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

無形固定資産 

   同左 

  長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

長期前払費用 

   同左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

  

― 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与にあ

てるため、支給予定額のうち当期負

担額を見積計上しております。 

(2) 賞与引当金 

   同左 

  



  

項目 
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

  数理計算上の差異は、発生時の翌

年度から従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(17年)による定額

法により費用処理しております。 

(3) 役員賞与引当金 

    役員に支給する賞与の支払いに備

えるため、当事業年度末における支

給見込額を計上しております。 

（会計処理の変更） 

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準４号 平成17年11月29日）が会社

法施行日（平成18年５月１日）以降

終了する事業年度から適用されるこ

とに伴い、当事業年度より当該会計

基準を適用しております。これによ

り前事業年度と同一の基準を適用し

た場合に比べて、販売費及び一般管

理費が34,400千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ減少しております。 

(4) 退職給付引当金 

   同左 

  (4) 役員退職給与引当金 

  役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を引

当計上しております。 

(5) 役員退職給与引当金 

  従来、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく事業年度

末要支給額を計上しておりました

が、平成１８年６月に役員退職慰労

金制度を廃止し、廃止時の内規に基

づく要支給額を役員の退任時に支給

することとしました。なお、当該支

給予定額118,550千円は、固定負債

の「その他の固定負債」に計上して

おります。 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

   同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

   同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 
為替予約、
金利スワップ 

  

ヘッジ対象 

  
外貨建取引、 
支払利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

      

      



  

  

  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
第９期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3) ヘッジ方針 

  為替相場の変動によるリスクをヘ

ッジするために為替予約取引を実施

しております。実施にあたっては実

需に基づく取引に限定し売買差益の

獲得等を目的とする投機的取引は行

わない方針であります。また、借入

金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行

っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  借入金の支払利息にかかわる金利

変動額と金利スワップ取引の金利変

動額との累計を半期毎に比較し有効

性の評価をしております。 

(3) ヘッジ方針 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

  

  

  

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヵ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資

であります。 

   同左 

  

10 その他財務諸表作成のた

め基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の処理方法 

  同左 

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9
日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8
号）を適用しております。 
 これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ
ん。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
33,293,923千円であります。 
  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部
については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財
務諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（損益計算書関係） 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて

いた「受取精算金」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当事業年度より区分掲記することとしま

した。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれる「受取精算金」は、4,647千円であります。 

（損益計算書関係） 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて

いた「不用品売却益」は、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため、当事業年度より区分掲記することとし

ました。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に

含まれる「不用品売却益」は、4,178千円であります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第９期 
(平成18年３月31日) 

第10期
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に関する項目 

売掛金 1,348,137千円

※１ 関係会社に関する項目 

売掛金 1,282,556千円

※２ 会社が発行する株式の総数 

授権株式数    普通株式 62,880,000株

発行済株式数   普通株式 18,400,000株

※２          ― 

※３ 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、

345,039千円であります。 

※３          ―

※４ 保有する自己株式の数は、普通株式210株であり

ます。 

※４          ― 

  

５ 偶発債務 

   従業員の住宅資金借入債務に係る連帯保証債務 

       588,749千円

  

※６ 期末日満期手形の処理 

   当期末は休日でありますが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。 

    期末残高から除かれている期末日満期手形は次

のとおりであります。 

     受取手形                 3,748千円

支払手形            215,928千円 

     設備関係支払手形       43,538千円

  



(損益計算書関係) 

  

  

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社との取引 

関係会社への売上高 2,752,070千円

関係会社からの受取利息 54,482千円

※１ 関係会社との取引 

関係会社への売上高 2,856,336千円

関係会社からの受取利息 47,469千円

※２ 他勘定振替高 

半製品分譲高 15,423千円

一般管理費へ振替 9,259千円

その他 4,211千円

計 28,893千円

※２ 他勘定振替高 

半製品分譲高 25,985千円

一般管理費へ振替 6,060千円

計 32,045千円

※３ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれている 
研究開発費 

657,151千円

※３ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれている
研究開発費 

751,437千円

※４ 固定資産除却損 

撤去費 172,820千円

機械及び装置 8,745千円

その他 2,643千円

計 184,209千円

※４ 固定資産除却損 

撤去費 232,938千円

機械及び装置 10,304千円

その他 12,978千円

計 256,221千円



(株主資本等変動計算書関係) 

第10期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

        株式分割による増加         18,400,000株   
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    190株 

    株式分割による増加                    263株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 18,400,000 18,400,000 - 36,800,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 210 453 - 663 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月23日 
定時株主総会 

普通株式 1,011,988 55.00 平成18年3月31日 平成18年6月26日 

平成18年10月27日 
取締役会 

普通株式 827,988 45.00 平成18年9月30日 平成18年11月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年5月23日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 1,103,980 30.00 平成19年3月31日 平成19年6月6日 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 599,610千円

取得日から３月以内に満期日又は
償還日の到来する短期投資 

-千円

現金及び現金同等物 599,610千円

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在)  

現金及び預金勘定 4,855,914千円

取得日から３月以内に満期日又は
償還日の到来する短期投資 

-千円

現金及び現金同等物 4,855,914千円

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額相 
当額 
(千円) 

減損損失 
累計額相 
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

車両及び 
運搬具 

23,438 6,771 - 16,667

工具器具 
及び備品 

37,514 7,626 - 29,887

合計 60,953 14,397 - 46,555

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相 
当額 
(千円) 

減損損失 
累計額相 
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

車両及び
運搬具 

29,108 11,835 - 17,273 

工具器具
及び備品 

37,923 15,410 - 22,512 

合計 67,032 27,246 - 39,785 

 (注) 取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によっております。 

 (注) 同左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 11,940千円

１年超 34,615千円

合計 46,555千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 12,467千円

１年超 27,318千円

合計 39,785千円

リース資産減損勘定の残高 -千円 リース資産減損勘定の残高 -千円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 

 (注) 同左 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減

価償却費相当額 

支払リース料 7,711千円

リース資産減損勘定の取崩額 -千円

減価償却費相当額 7,711千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減

価償却費相当額 

支払リース料 12,649千円

リース資産減損勘定の取崩額 -千円

減価償却費相当額 12,649千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

     同左 



(有価証券関係) 

第９期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) その他有価証券で時価があるもの 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

  

  

(2) 時価のない主な有価証券 

  

  

第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1) その他有価証券で時価があるもの 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

  

  

(2) 時価のない主な有価証券 

  

  

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 122,557 703,823 581,265

  貸借対照表計上額(千円)

① 子会社株式及び関連会社株式

  関連会社株式 272,000

② その他有価証券 

  非上場株式 4,000

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 122,557 583,415 460,857

  貸借対照表計上額(千円)

① 子会社株式及び関連会社株式

  関連会社株式 272,000

② その他有価証券 

  非上場株式 4,000



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連

では為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引で

あります。 

(1) 取引の内容 

    同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

    同左 

(3) 取引の利用目的 

  当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金

銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益

確保を図る目的で、また金利関連では借入金利等の将

来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回

避する目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3) 取引の利用目的 

    同左 

 ①  ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

  

 ②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象 外貨建取引、支払利息 

  

 ③  ヘッジ方針 

    為替相場の変動によるリスクをヘッジするため

に為替予約取引を実施しております。実施にあた

っては実需に基づく取引に限定し売買差益の獲得

等を目的とする投機的取引は行わない方針であり

ます。また、借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。 

  

 ④  ヘッジ有効性評価の方法 

    借入金の支払利息にかかわる金利変動額と金利

スワップ取引の金利変動額との累計を半期毎に比

較し有効性の評価をしております。 

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

  為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有し

ております。 

  なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識して

おります。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

    同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限等を定めた社内ルールに従い、経理担当部門が決裁

担当者の承認を得て行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

    同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

  

第９期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

すべてヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

  

第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

すべてヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

  

  

  

(ストック・オプション等関係) 

第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

        該当事項はありません。 

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度及び退職一時金制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制

度及び退職一時金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 2,572,763千円

② 年金資産 2,100,678千円

③ 未積立退職給付債務(①－②) 472,085千円

④ 未認識数理計算上の差異 165,035千円

⑤ 貸借対照表計上額純額 307,049千円

  (③－④) 

⑥ 前払年金費用 723,539千円

⑦ 退職給付引当金(⑤＋⑥) 1,030,589千円

２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △2,657,103千円

② 年金資産 2,216,309千円

③ 未積立退職給付債務(①+②) △440,794千円

④ 未認識数理計算上の差異 148,573千円

⑤ 貸借対照表計上額純額 △292,221千円

 (③+④)  

⑥ 前払年金費用 758,147千円

⑦ 退職給付引当金(⑤-⑥) △1,050,368千円

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 126,428千円

② 利息費用 51,662千円

③ 期待運用収益 △37,425千円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 27,483千円

⑤ 退職給付費用 168,147千円

  (①＋②＋③＋④) 

３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 127,214千円

② 利息費用 51,455千円

③ 期待運用収益 △42,013千円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 15,578千円

⑤ 退職給付費用 152,235千円

 (①＋②＋③＋④)  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 17年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 2.0％

④ 数理計算上の差異の処理年数 17年



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

  

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の 

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の 

内訳 

 (流動資産)  

繰延税金資産  

 賞与引当金損金算入限度超過額 177,442千円

 事業税損金不算入額 239,887千円

 社会保険料損金不算入額 22,684千円

 その他 5,358千円

 繰延税金資産の純額 445,372千円

 (流動資産)  

繰延税金資産  

 賞与引当金 147,721千円

 未払事業税 362,274千円

 未払社会保険料 18,883千円

 その他 5,451千円

 繰延税金資産の純額 534,331千円

  

 (固定資産)  

繰延税金資産  

 ゴルフ会員権評価損 34,416千円

 役員退職給与引当金損金不算入額 44,484千円

 退職給付引当金損金算入 

 限度超過額 

  その他 

 

124,785千円

38,332千円

 繰延税金資産合計 

繰延税金負債との相殺 

242,018千円

△236,226千円

 繰延税金資産の純額 5,791千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金資産との相殺額 

 

236,226千円

△236,226千円

繰延税金負債の純額 － 

  繰延税金資産の純額         93,650千円 

 (固定資産)  

繰延税金資産  

 ゴルフ会員権 36,448千円

 長期未払金 48,178千円

退職給付引当金 

  その他 

118,758千円

78,158千円

 繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

 繰越ヘッジ損益 

281,544千円

 

187,292千円

601千円

繰延税金負債の合計 187,893千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため記載を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

   

          同左 

  

第９期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第10期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額 272,000千円 関連会社に対する投資の金額 272,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 275,003千円 持分法を適用した場合の投資の金額 267,460千円

持分法を適用した場合の投資損益の金額 202千円 持分法を適用した場合の投資損益の金額 △7,542千円



【関連当事者との取引】 

第９期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 金属チタン等の販売については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しないほかの当事者と同様の条件

によっております。 

２ 消費税等については、取引金額には含まれておりませんが期末残高には含まれております。 

  

２ 子会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当社使用土地の一部を賃借しており、価格につきましては土地の時価を勘案し協議の上決定しております。 

２ 長期貸付金の金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

３ 消費税等については、取引金額及び期末残高とも含まれておりません。 

  

３ 兄弟会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 フソウファイナンス㈱ 

資金の短期運用については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており１ヵ月程度の期間で運用しており

ます。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社 

住友金属 
工業㈱ 

大阪市 
中央区 262,072 鉄鋼等の製 

造及び販売 
(被所有)

直接  23.9 兼任 1人
当社の金
属チタン
等の販売

金属チタン
等の販売 2,752,070 売掛金 1,348,137

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

関連会
社 
  

㈱ エ ス テ
ィ不動産 

大阪市 
中央区 

  
10 不動産業 (所有)

直接   50.0 なし

土地の賃
借 
資金の貸
付 

土地の賃借
  
長期貸付金
受取利息 
  

121,800 
  

54,482 
  

長期貸付
金 
  
  

1,750,000

 
  
  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社の 
子会社 

フソウフ 
ァイナン 
ス㈱ 

大阪市 
中央区 10 金融業 なし なし

資金の
運用 

資金の短期
運用 
  
短期貸付金
受取利息 

  
9,685,000 

  
  

1,903 

  
- 

  
-



第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 金属チタン等の販売については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しないほかの当事者と同様の条件

によっております。 

２ 消費税等については、取引金額には含まれておりませんが期末残高には含まれております。 

  

２ 子会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当社使用土地の一部を賃借しており、価格につきましては土地の時価を勘案し協議の上決定しております。 

２ 長期貸付金の金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

３ 消費税等については、取引金額及び期末残高とも含まれておりません。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社 

住友金属 
工業㈱ 

大阪市 
中央区 262,072 鉄鋼等の製 

造及び販売 
(被所有)

直接 23.9  兼任 1人
当社の金
属チタン
等の販売

金属チタン
等の販売 2,856,336 売掛金 1,282,556

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

関連会
社 
  

㈱ エ ス テ
ィ不動産 

大阪市 
中央区 

  
10 不動産業 (所有)

直接  50.0 なし

土地の賃
借 
  
資金の貸
付 

土地の賃借
  
長期貸付金
受取利息 

109,800 
  
  

47,469 

  
  
  
長期貸付
金 

  

  

1,750,000



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 第９期 第10期 

１株当たり純資産額 1,408円78銭 904円77銭

１株当たり当期純利益 266円41銭 252円38銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

   １株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

 損益計算書上の当期純利益 

4,849,829千円 

 普通株式に係る当期純利益 

4,849,829千円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

18,204,271株 

  

 当期の１株当たり当期純利益は、

株式分割が前期首に行われたものと

して計算しております。 

 なお、株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の第８期の各数値

はそれぞれ下記のとおりでありま

す。 

１株当たり純資産額  954円48銭 

  

１株当たり当期純利益  79円60銭 

 １株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

 損益計算書上の当期純利益 

9,287,283千円 

 普通株式に係る当期純利益 

9,287,283千円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

36,799,455株 

  

当期の１株当たり当期純利益は、

株式分割が前期首に行われたものと

して計算しております。 

 なお、株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の第９期の各数値

はそれぞれ下記のとおりでありま

す。 

１株当たり純資産額  704円39銭 

  

１株当たり当期純利益  133円21銭 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【有形固定資産等明細表】 

(注) 当期増加額の主なものは、下記のとおりであります。 

当期取得した主な資産 

建物・・・・・・・・・・・設備保全部門建家更新         404,669千円 

機械及び装置・・・・・・・チタン製造設備                 2,265,511千円 

                               多結晶シリコン設備               752,058千円 

      建設仮勘定・・・・・・・・チタン製造設備             2,282,881千円 

                     多結晶シリコン設備          2,521,707千円 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

大同特殊鋼㈱ 321,000 245,565 

石原産業㈱ 100,000 21,600 

神鋼商事㈱ 50,000 19,850 

丸安産業㈱ 20,000 4,000 

計 491,000 291,015 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 5,430,845 772,082 25,380 6,177,546 2,457,498 197,637 3,720,048

 構築物 534,342 32,664 7,190 559,816 312,393 35,491 247,422

 機械及び装置 26,050,943 3,793,509 173,558 29,670,894 17,979,750 3,613,792 11,691,143

 車両及び運搬具 120,696 - 94 120,602 86,271 5,236 34,330

 工具器具及び備品 356,712 250,904 3,090 604,527 385,371 80,791 219,155

 土地 8,453,662 - - 8,453,662 - - 8,453,662

 建設仮勘定 290,110 6,836,727 4,804,886 2,321,951 - - 2,321,951

有形固定資産計 41,237,312 11,685,889 5,014,201 47,909,000 21,221,285 3,932,949 26,687,714

無形固定資産       

 ソフトウェア 264,077 38,648 - 302,725 197,167 48,366 105,557

電気供給施設利用権 10,388 - - 10,388 1,391 671 8,996

 電話加入権 2,779 - - 2,779 - - 2,779

無形固定資産計 277,245 38,648 - 315,893 198,559 49,037 117,333

長期前払費用 379,812 75,159 324,366 130,604 83,674 50,501 46,926



【借入金等明細表】 

(注) １ 平均利率を算出する際の利率及び残高は、期末残高によっております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとおりでありま

す。 

  

【引当金明細表】 

（注）１.貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による取崩額であります。 

２.役員退職給与引当金の当期減少額の「その他」は、平成１８年６月に役員退職慰労金制度を廃止したことによるもので

す。当該支給予定額118,550千円は、固定負債のその他の固定負債に計上しております。 

  

区分 
前期末残高 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

平均利率 

(％) 
返済期限 

短期借入金 5,900,000 5,900,000 0.991 - 

１年以内に返済予定の長期借入金 50,000 50,000 1.150 - 

長期借入金(１年以内に返済予定

のものを除く。) 
1,950,000 1,900,000 0.920 

平成20年6月30日 

平成22年3月31日 

合計 7,900,000 7,850,000 - - 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 

２年超３年以内 

(千円) 

３年超４年以内 

(千円) 

４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 400,000 1,500,000 - -

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 11,000 - - 7,000 4,000

賞与引当金 436,620 363,489 436,620 - 363,489

役員賞与引当金 - 34,400 - - 34,400

役員退職給与引当金 109,460 9,090 - 118,550 -



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

区分 金額(千円)

現金 278

預金  

当座預金 1,804,885

普通預金 50,485

通知預金 1,500,000

定期預金 1,500,000

別段預金 264

計 4,855,635

合計 4,855,914

相手先 金額(千円)

㈱アライドテック 13,860

凸版印刷㈱ 13,204

㈱明石合銅 6,300

稀産金属㈱ 5,250

㈱高純度化学研究所 3,841

その他 3,859

合計 46,315



(ロ)期日別内訳 

  

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 11,794

  〃  ５月 〃  10,437

  〃  ６月 〃  12,120

  〃  ７月 〃  9,191

  〃  ８月 〃  2,772

合計 46,315



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)売掛金滞留状況 

(注) 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

ニ 製品 

  

ホ 原材料 

  

相手先 金額(千円)

住友商事㈱ 6,695,025

神鋼商事㈱ 2,353,999

㈱ＳＵＭＣＯ 1,560,131

住友金属工業㈱ 1,282,556

大同興業㈱ 549,496

その他 2,204,928

合計 14,646,138

期首残高(千円) 
  

(Ａ) 

当期発生高(千円)
  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  

(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  

(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

12,098,329 45,410,537 42,862,727 14,646,138 74.5 107.5

区分 金額(千円)

チタン部門 1,945,419

その他部門 559,308

合計 2,504,728

区分 金額(千円)

チタン部門 745,484

その他部門 67,331

合計 812,815



ヘ 仕掛品 

  

ト 貯蔵品 

  

  

区分 金額(千円)

チタン部門 958,890

その他部門 428,899

合計 1,387,790

区分 金額(千円)

補修用材料 991,709

製造消耗品 363,532

合計 1,355,242



ｂ 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)期日別内訳 

  

ロ 買掛金 

  

相手先 金額(千円)

重井工業㈱ 77,540

光機械工業㈱ 71,869

滝川工業㈱ 53,906

㈱エム・ケー建築工房 53,712

岩谷マテリアル㈱ 49,035

その他 540,313

合計 846,378

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 260,470

  〃  ５月 〃  231,527

  〃  ６月 〃  175,222

  〃  ７月 〃  179,156

  〃  ８月 〃  -

合計 846,378

相手先 金額(千円)

鴻池運輸㈱ 793,180

関西電力㈱ 462,055

住友商事㈱ 219,007

住金物産㈱ 157,749

エア・シー・カーボン㈱ 118,125

その他 2,328,413

合計 4,078,529



ハ 設備関係支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)期日別内訳 

  

ニ 未払金 

  

ホ 未払法人税等 

  

相手先 金額(千円)

㈱エム・ケー建築工房 284,446

㈱一枝研工業 171,517

㈱田村鉄工所 122,860

阪神佐藤興産㈱ 118,089

㈱クロセ 63,525

その他 122,860

合計 883,299

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 121,249

  〃  ５月 〃  171,012

  〃  ６月 〃  130,165

  〃  ７月 〃  455,495

  〃  ８月 〃  5,376

合計 883,299

区分 金額(千円)

設備関係 2,541,302

その他 57,186

合計 2,598,489

区分 金額(千円)

法人税及び住民税 3,848,722

事業税 891,422

合計 4,740,145



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使することはできない。 
   一 会社法第189条2項各号に掲げる権利 
   二 会社法第166条1項の規定による請求をする権利 
   三 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

   四 株主の有する単元未満株式の数と併せて単位株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 印紙税相当額 

株券喪失登録   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  株券喪失登録手数料 株券喪失登録の申請 1件につき10,000円（消費税を含まない）

  申請に係る株券   1枚につき500円（消費税を含まない）

単元未満株式の買取・買増   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事
故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。な
お、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。(ホームページアドレス  http://www.sumitomo-ti.co.jp/) 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

  

事業年度 

(第９期) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

  
  

平成18年６月23日 

関東財務局長に提出。 

  
(2) 
  
  

半期報告書 

  
  

(第10期中) 
  
  

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  
  

平成18年12月14日 

関東財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

住友チタニウム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住友チタニウム株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友チタニウム株式

会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      



独立監査人の監査報告書 

  

住友チタニウム株式会社
 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住友チタニウム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第10期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、住友チタニウム株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 
 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

平成19年６月22日

取 締 役 会 御中

監査法人 ト ー マ ツ  

指定社員 
  

業務執行社員
 公認会計士  新 免 和 久  ㊞ 

指定社員 
  

業務執行社員
 公認会計士  中 田   明  ㊞ 

  
（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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